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日本の政府支出ショックが労働市場の異質性に及ぼす影響 

―Bayesian TVP-SVAR-SV モデルによる分析―† 

 

松村 隆†† 

 

Abstract  

 

本稿は、日本における財政政策が労働市場の異質性に及ぼす影響を分析する。1994 年第

2 四半期から 2025 年第 1 四半期までの四半期データを用い、政府支出、実質 GDP、所得

格差指標からなる Bayesian TVP-SVAR-SV モデルを MCMC により推計し、政府支出ショ

ックに対する時変インパルス応答を検討した。モデル比較の結果、係数、同時点関係、ショ

ック分散の時間変化を考慮することの有用性が確認された。推計結果は、政府支出ショック

が所得格差指標を縮小させるのではなく、拡大させる方向に作用する傾向を示す。また、こ

の反応は一般労働者の所定外労働時間の増加と整合的であり、政府消費及び公共投資をそ

れぞれ用いた補足分析でも、同様の傾向が確認された。これらの結果は、所得格差の是正を

政策目的に含める場合、政府支出の規模だけでなく、その支出がどの雇用形態や労働者層に

波及するのかを考慮する必要があることを示している。 
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1. はじめに 

 

日本では、長期にわたる財政赤字を背景として公債発行への依存が続いており、政府債

務残高の GDP 比は国際的にみても高い水準にある。また、人口減少と少子高齢化の進展

により、社会保障関係費の増加に加え、高度経済成長期以降に整備された社会資本の老朽

化に伴う維持補修費の増大も見込まれる。こうした状況の下では、財政政策は限られた財
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政余地の中で、日本経済および社会構造の変化を十分に踏まえて実施される必要がある。

そのため、財政政策の効果を適切に把握し、その有効性を実証的に検証することの重要性

は一層高まっている。 

財政政策には、景気安定化、資源配分、所得再分配など複数の機能がある。このうち所

得再分配の観点からは、財政政策が所得格差の縮小にどの程度寄与しているのかが重要な

論点となる。特に日本では、雇用形態や労働時間区分の違いによって賃金水準に差が生じ

やすく、一般労働者とパートタイム労働者の間には所得格差が存在すると考えられる。し

たがって、景気刺激策や成長投資として実施される政府支出の増加が、労働市場における

所得格差を縮小させるのか、あるいはむしろ拡大させるのかは、実証的に検討すべき重要

な課題である。 

そこで本稿では、日本の財政政策1が労働市場の異質性にどのような影響を及ぼしてきた

のかを明らかにするため、特に一般労働者とパートタイム労働者の所得格差に着目する。

具体的には、政府支出の増加が、一般労働者とパートタイム労働者の所得比率にどのよう

な影響を及ぼしてきたのかを分析する。ただし、日本のマクロ統計において、正規雇用労

働者と非正規雇用労働者の所得を長期時系列で一貫して捕捉できる統計には制約がある。

そのため本稿では、厚生労働省「毎月勤労統計調査」における一般労働者とパートタイム

労働者の現金給与総額の比率を、労働市場における所得格差を表す代理変数として用い

る。具体的には、一般労働者の現金給与総額をパートタイム労働者の現金給与総額で除し

た比率を所得格差指標として定義し、この比率の上昇を所得格差の拡大として解釈する。

尚、本稿の指標は個人間又は世帯間の所得分布を直接測定するものではない。 

分析手法としては、確率的ボラティリティを伴うベイズ型時変パラメータ構造 VAR 

(Bayesian TVP-SVAR-SV) モデルを用いる。このモデルを用いることにより、政府支出シ

ョックが所得格差に及ぼす影響が、時点によってどのように変化してきたのかを分析する

ことができる。また、モデルの推定には Markov chain Monte Carlo（MCMC）法を用い

る。本稿の貢献は、政府支出ショックが労働市場における所得格差へ及ぼす影響を、時変

的な観点から明らかにする点にある。 

本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では、財政政策の効果、財政政策と労働市場・

所得格差の関係、および TVP-VAR-SV モデルに関する先行研究を整理し、本稿の位置づ

けを明らかにする。第 3 節では、分析に用いる Bayesian TVP-SVAR-SV モデル、識別方

法、MCMC 法による推定方法、および使用データについて説明する。第 4 節では、モデ

ル選択、MCMC の収束診断、およびインパルス応答関数に基づく推計結果を示し、政府

支出ショックが所得格差に及ぼす影響を検討する。最後に第 5 節では、本稿の結論を述べ

る。 

 

 

1 本稿で扱う財政政策は支出面に限定される。 
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2. 先行研究 

 

 財政政策効果に関する実証研究は、財政政策ショックの識別と、その効果が時間や経済状

態に応じてどのように変化するのかという論点を中心に発展してきた。Blanchard and 

Perotti (2002) は、制度情報と四半期内の政策決定ラグを用いて財政政策ショックを識別し、

政府支出ショックが産出量を押し上げることを示した。この枠組みは、財政政策を VAR モ

デルで分析する際の代表的な識別戦略として広く用いられている。その後、Perotti (2005) 

は財政政策効果が時期によって変化しうることを示し、Auerbach and Gorodnichenko 

(2012)、Fazzari, Morley and Panovska (2015)、Ramey and Zubairy (2018) は、財政乗数

が景気局面、資源稼働率、サンプル期間、及びインパルス応答の構成方法に依存しうること

を指摘した。日本を対象とした Miyamoto, Nguyen, and Sergeyev (2018) は、ゼロ金利制

約下では政府支出乗数が通常期よりも大きくなりうることを示している。これらの研究は、

財政政策効果を固定的な平均効果としてではなく、時間や経済環境に応じて変化する効果

として把握する必要性を示している。 

次に、財政政策が労働市場に及ぼす影響に関する研究は、産出量や消費に関する研究に比

べると蓄積は相対的に限られているが、本稿の問題意識に直接関係する。Monacelli, Perotti, 

and Trigari (2010) は、政府支出ショックが失業率を低下させ、雇用、総労働時間、求人充

足確率を上昇させることを示し、Brückner and Pappa (2012) は、財政拡張が雇用と労働

参加を同時に増加させる場合、失業率が上昇しうることを指摘した。日本については、Kato 

and Miyamoto (2013) が、政府支出ショックが失業率、雇用、求人、失業フローに影響を

与えることを示している。さらに近年では、労働市場への財政政策効果を時間変化や異質性

の観点から分析する研究もある。Shaheen (2019) は、TVP-VAR-SV モデルを用いて、政府

支出ショックが平均週労働時間を増加させることを示し、Bonk and Simon (2022) は、政

府支出ショックの雇用・賃金への効果が支出項目などで異なることを示している。また、

Miyazaki, Kondoh, Guo, and Tanemoto (2025) は、ゼロ金利制約下の日本において、政府

消費支出ショックが地域別・性別雇用に異質的な影響を及ぼすことを示し、Matsumura 

(2025) は、雇用形態の異質性が財政政策効果に影響する可能性を論じている。これらの研

究は、財政政策の効果を平均的な産出量押し上げ効果に限定せず、労働時間、雇用形態、所

得分布への影響として捉える必要性を示している。 

所得格差や労働市場の異質性に関しては、金融政策を対象とした研究も本稿の問題意識

と関連する。Inui, Sudo, and Yamada (2017) は、日本において拡張的金融政策ショックが

一部期間で所得不平等を拡大させたことを示し、Nakamura, Sudo, and Sugisaki (2021) は、

金融政策ショックが年齢別・性別の労働状態に異質的な影響を及ぼすことを示した。また、

Feldkircher and Kakamu (2022) は、金融政策の所得不平等への効果が対象とする世帯範
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囲によって異なることを示している。これらは金融政策を対象とする研究であるが、日本に

おけるマクロ経済政策ショックの効果が労働市場や所得分布に異質的に波及しうることを

示しており、財政政策についても労働市場内部の異質性を検証する意義を示している。 

以上のような財政政策・労働市場・格差に関する実証研究を踏まえると、政策効果の時間

変化を捉える方法論として、TVP-VAR-SV モデルに関する研究が重要である。TVP-VAR-

SV モデルは、係数の時変性とショックのボラティリティ変化を同時に扱う方向で発展して

きた。Uhlig (1997) は、Bayesian VAR モデルに確率的ボラティリティを導入し、大きな変

動を係数変化ではなく潜在的な分散変化として捉える可能性を示した。Cogley and Sargent 

(2001, 2005) は、時変係数 VAR モデル及び確率的ボラティリティを用いて、マクロ変数間

の関係やショック分散が時間を通じて変化することを示した。これは、係数変化だけを許す

モデルでは、ショックの大きさの変化を係数変化として誤って捉える可能性があるため、SV

を導入することが推定上重要であることを示唆している。Primiceri (2005) は、VAR 係数、

構造ショックの同時関係、構造ショックの分散を全て時変とする TVP-SVAR-SV モデルを

提示し、時変的な構造関係とショックの大きさを分離して分析する枠組みを示した。Del 

Negro and Primiceri (2015) は、Primiceri (2005) 型モデルの MCMC アルゴリズムについ

て実装上の修正点を示した。Nakajima (2011) 及び Nakajima and Watanabe (2012) は、

TVP-VAR-SV モデルの推定方法、MCMC アルゴリズム、時変インパルス応答の解釈を整理

し、日本のマクロデータへの応用例を示した。これらの研究は、本稿が Bayesian TVP-

SVAR-SV モデルを用いて財政政策効果の時系列変化を分析するうえでの方法論的基礎で

ある。 

日本経済への TVP-VAR-SV モデルの応用研究も、本稿の実証的背景を形成している。

Nakajima, Kasuya and Watanabe (2011) は、日本のマクロデータを用いて TVP-VAR-SV

モデルを推定し、日本経済と金融政策の関係が 1980 年代以降に大きく変化してきたことを

示した。また、対数周辺尤度によるモデル比較により、固定係数 VAR モデルよりも TVP-

VAR-SV モデルの適合度が高いことを示している。Urasawa (2018) は、TVP-VAR-SV モ

デルを用いて日本経済の構造変化と景気循環の関係を検証し、1990 年代末以降、企業が労

働投入を雇用者数よりも労働時間で調整する傾向が強まったことを示した。これは、本稿が

一般労働者の所定外労働時間やパートタイム労働者の労働投入に注目することの実証的背

景となる。財政政策に関しては、竹内 (2019) が、TVP-VAR モデルを用いて日本の財政支

出効果の長期的変遷を分析し、財政支出の効果が時期によって異なりうることを示した。こ

れらの研究は、日本の財政政策効果が固定的ではなく、景気循環、金融政策環境、労働市場

構造の変化に応じて変化しうることを示している。 

以上の先行研究を踏まえると、本稿の位置付けは次のように整理できる。財政政策 VAR

モデル研究は政府支出ショックの識別と動学的効果の分析を発展させてきたが、多くは産

出量、消費、投資を中心としており、労働市場内部の雇用形態別反応や所得格差指標への影

響は十分に扱われていない。また、日本の時系列マクロデータを用いて、一般労働者とパー
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トタイム労働者の所得格差指標に対する政府支出ショックの時変的影響を分析した研究は

限られている。そこで本稿は、Bayesian TVP-SVAR-SV モデルを用い、政府支出ショック

が所得格差指標に及ぼす影響を時点別に推計する。これにより、財政政策の平均的な産出効

果だけでなく、その需要増加がどの労働者層の労働投入や所得に反映されてきたのかを検

証する。 

 

 

3. 分析手法 

 

 本節では、固定係数 SVAR モデルを基準モデルとして示した上で、本稿で用いる

Bayesian TVP-SVAR-SV モデルを定式化する。続いて、構造ショックの識別、事前分

布、MCMC 推定、インパルス応答、モデル選択、収束診断及び分析データについて説明

する。本稿では、Primiceri (2005)、Nakajima (2011)、Urasawa (2018)、Shaheen 

(2019) などに従い、VAR 係数、構造ショック間の同時関係、及び構造ショック分散が時

点ごとに変化することを許容する。 

 

3.1. 固定係数 SVAR モデル 

 

 まず、基礎となる固定係数 SVAR モデルを考える。n 個の内生変数からなるベクトルを

𝑦𝑡、ラグ次数を𝑝とすると固定係数の誘導形 VAR モデルは次の様に表される。 

 

𝑦𝑡 = 𝑐 + 𝐵1𝑦𝑡−1 +⋯+ 𝐵𝑝𝑦𝑡−𝑝 + 𝑢𝑡 , 𝑢𝑡 ∼ 𝑁(0,𝛺). 

 

ここで、𝑐は定数項ベクトル、𝐵𝑖はラグ𝑖の係数行列、𝑢𝑡は誘導形誤差項である。SVAR モ

デルでは、誘導形誤差𝑢𝑡を、相互に直交する構造ショック𝜀𝑡に分解する。 

 

𝑢𝑡 = 𝐴−1𝛴𝜀𝑡 , 𝜀𝑡 ∼ 𝑁(0, 𝐼𝑛), 𝛺 = 𝐴−1𝛴𝛴′(𝐴
−1)′. 

 

ここで、𝐴は対角要素を 1 に基準化した同時関係行列、𝛴は構造ショックの標準偏差を対角

要素にもつ対角行列である。固定係数 SVAR モデルでは、𝐵𝑖、𝐴、𝛴が標本期間を通じて一

定であるため、インパルス応答は標本期間全体に共通する平均的な波及効果として解釈さ

れる。しかし、第 1 節及び第 2 節で述べたように、財政政策の波及経路や労働市場への影

響は、経済環境や雇用構造の変化に応じて変化してきた可能性がある。このため、本稿で

は固定係数 SVAR モデルを基準モデルとして位置付けた上で、パラメータの時間変化を明

示的に考慮する TVP-SVAR-SV モデルを用いる。 
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3.2. TVP-SVAR-SV モデル 

 

 TVP-SVAR-SV モデルは、固定係数 SVAR モデルを拡張し、係数、同時関係及びショッ

クの分散が時間を通じて変化することを許容する。本稿の TVP-SVAR-SV モデルは、

Primiceri (2005)、Nakajima (2011)、Nakajima and Watanabe (2012)に基づき、次の状

態空間表現で記述する。 

 

𝑦𝑡 = 𝑋𝑡𝛽𝑡 + 𝐴𝑡
−1𝛴𝑡𝜀𝑡, 𝜀𝑡 ∼ 𝑁(0, 𝐼𝑛), 

𝑋𝑡 = 𝐼𝑛 ⊗ (𝑦′𝑡−1, … , 𝑦′𝑡−𝑝). 

 

 𝛽𝑡は各 VAR 係数行列を行方向に積み上げた時変係数ベクトルである。本稿では

Nakajima (2011)の実装に従い、各系列から標本平均を控除し、時変定数項を含めない。

𝐴𝑡は対角要素を 1 に基準化した下三角行列であり、その自由要素を行方向に積み上げたベ

クトルを𝛼𝑡とする。𝛴𝑡は構造ショックの時変標準偏差を対角要素にもつ対角行列であり、

対数分散ℎ𝑡を用いて次のように表す。 

 

𝛴𝑡 = diag{exp(ℎ1,𝑡/2),… , exp(ℎ𝑛,𝑡/2)}, ℎ𝑖,𝑡 = log𝜎𝑖,𝑡
2 . 

 

時変パラメータ𝛽𝑡、𝛼𝑡、ℎ𝑡がそれぞれランダム・ウォーク過程に従うと仮定する。 

 

𝛽𝑡+1 = 𝛽𝑡 + 𝜂𝛽,𝑡 , 𝛼𝑡+1 = 𝛼𝑡 + 𝜂𝛼,𝑡 , ℎ𝑡+1 = ℎ𝑡 + 𝜂ℎ,𝑡, 

[

𝜀𝑡
𝜂𝛽,𝑡
𝜂𝛼,𝑡
𝜂ℎ,𝑡

] ∼ 𝑁(0, [

𝐼𝑛 0 0 0
0 𝛴𝛽 0 0

0 0 𝛴𝛼 0
0 0 0 𝛴ℎ

]). 

 

この定式化では、𝛽𝑡はラグ付き内生変数を通じた動学的波及効果の時間変化を、𝛼𝑡は構造

ショック間の同時関係の時間変化を、ℎ𝑡は構造ショックの分散の時間変化を表す。固定係

数 SVAR モデルは、𝛴𝛽、𝛴𝛼、𝛴ℎをゼロ行列とする特殊ケースとして位置付けられる。従っ

て、TVP-SVAR-SV モデルは、固定係数 SVAR モデルと同じ再帰的識別の枠組みを維持し

つつ、財政政策ショックの効果が時点ごとに異なる可能性を分析するための拡張である。 

 

3.3. 事前分布と MCMC 推定 

 

TVP-SVAR-SV モデルは多数の潜在状態変数を含み、確率的ボラティリティにより尤度

関数を解析的に扱うことが困難であるため、ベイズ推定と MCMC 法により事後分布から
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標本を発生させる。Primiceri (2005) 型の推定では、本推計に先立つ訓練サンプルを用い

て固定係数 VAR モデルを推定し、その推定値を初期状態の事前分布に用いる方法が採用

されることが多い。しかし、本研究の分析対象期間は 1990 年代半ば以降に限られ、四半

期データを用いるため、訓練サンプルを別途確保すると本推計に利用できる標本がさらに

減少する。そこで、Nakajima (2011) 及び Nakajima and Watanabe (2012) に従い、訓

練サンプルに依存せず、分布形状とハイパーパラメータを事前に設定する方法を採用す

る。 

初期状態については、𝑚 = 𝑛2𝑝、𝑟 = 𝑛(𝑛 − 1)/2 とし、次の正規事前分布を置く。

𝛽𝑝+1 ∼ 𝑁(0,10𝐼𝑚), 𝛼𝑝+1 ∼ 𝑁(0,10𝐼𝑟), ℎ𝑝+1 ∼ 𝑁(0,50𝐼𝑛). 状態方程式の分散共分散行列につい

ては、小サンプルにおける推定の安定性を重視し、Σ𝛽、Σ𝛼、Σℎ を対角行列とする。それ

ぞれの対角要素を 𝑞𝛽,𝑖、𝑞𝛼,𝑗、𝑞ℎ,𝑘 と表す。ここで𝑞は状態方程式のイノベーション分散で

あり、標準偏差ではない。これらの分散パラメータには、Nakajima (2011) の実装に対応

する逆ガンマ事前分布を仮定する。逆ガンマ分布を shape–scale 型で定義し、𝑝(𝑞) ∝

𝑞−𝑎−1exp(−𝑏/𝑞)と表す。R コード上では 𝑞 = 1/𝑧、𝑧 ∼ 𝐺𝑎𝑚𝑚𝑎(𝑎, 𝑏) として乱数を発生さ

せており、ここで𝑏は R のガンマ分布では率母数、逆ガンマ分布では尺度母数に対応す

る。 

𝑞𝛽,𝑖 ∼ 𝐼𝐺 (
40
2
, 2 × 10−4

2 ) , 𝑞𝛼,𝑗 ∼ 𝐼𝐺 (
8
2
, 2 × 10−4

2 ) , 𝑞ℎ,𝑘 ∼ 𝐼𝐺 (
8
2
, 2 × 10−4

2 ) . 

 

この設定は、時変係数、同時関係、及びボラティリティに過度に大きな変動を許容しない

一方で、データが支持する範囲で緩やかな構造変化を認めるものである。特に、𝛼𝑡とℎ𝑡を

同時に推定することにより、構造ショック間の同時関係の変化とショックの大きさの変化

を区別できる。確率的ボラティリティを含めない TVP-VAR モデルでは、ショック分散の

変化を係数変化として捉える可能性があるため、Nakajima (2011) 及び Shaheen (2019) 

が指摘するように、SV を組み込むことは推定上重要である。 

MCMC 推定では、初期値を与えた後、𝛽 = (𝛽𝑝+1, … , 𝛽𝑇), 𝛼 = (𝛼𝑝+1, … , 𝛼𝑇), ℎ =

(ℎ𝑝+1, … , ℎ𝑇)及び分散パラメータ Σ𝛽、Σ𝛼、Σℎを条件付き事後分布から逐次的にサンプリン

グする。初期値は 𝛽𝑡、𝛼𝑡、ℎ𝑡 をゼロ、状態方程式の誤差分散行列を0.01𝐼とする。推定は

R により実行し、burn-in 1,000 回の後に 10,000 回の MCMC 標本を保存して事後推論に

用いる。 

実装は Primiceri (2005) 型の TVP-SVAR-SV モデルを基礎としつつ、確率的ボラティ

リティのサンプリングについては Nakajima (2011) の手順に従う。したがって、Del 

Negro and Primiceri (2015) が指摘した KSC 混合正規 indicator の抽出順序を明示的に組

み込む Primiceri 型アルゴリズムとは異なり、本研究の R コードでは当該 indicator ブロ

ックを独立したステップとして実装していない。採用したのは Nakajima 型のサンプリン

グ手順であり、MCMC は単一連鎖で実行する。推定結果の信頼性については、Geweke 
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CD 統計量及び非効率性因子により確認する。 

 

 

3.4. 識別方法とインパルス応答 

 

 本稿では、構造ショックの識別にあたり、Cholesky 分解に基づく再帰的識別を用いる。

具体的には、𝐴𝑡を対角要素が 1 に規準化された下三角行列とし、同時点における変数間の

関係に再帰的な制約を課す。推計に用いる各変数の定義、データ出所及び変換方法につい

ては 3.6 で説明するが、基本となる変数順序は、政府支出、実質 GDP、労働市場変数の順

とする。この識別順序の下では、政府支出ショックは同一四半期内に実質 GDP 及び労働

市場変数へ影響しうる一方、実質 GDP 及び労働市場変数の同時点ショックは同一四半期

内の政府支出には影響しないと仮定される。また、実質 GDP のショックは同一四半期内

に労働市場変数へ影響しうるが、労働市場変数の同時点ショックは同一四半期内の実質

GDP には影響しないと仮定される。この順序は、四半期内では政府支出の政策決定・執行

に一定のラグが存在する一方、民間部門の生産及び労働投入は政府支出の変化に同一四半

期内でも反応しうるという財政政策 VAR モデルで広く用いられる考え方に基づく。但

し、政府支出の予見可能性や政策決定過程を完全に捉えるものではない。従って、本稿の

政府支出ショックは、当該識別仮定の下で推定される構造ショックとして解釈される。 

時点𝑡における政府支出ショックに対するℎ期先のインパルス応答は、各 MCMC 標本に

ついて、評価時点𝑡の時変パラメータを用いて計算する。本稿では、評価時点𝑡における

VAR 係数𝛽𝑡及び同時点関係𝐴𝑡を、予測期間ℎ = 0,1,… ,20を通じて固定して IRF を計算す

る。従って、本稿の IRF は、評価時点以降に実現した将来の時変係数パスを用いる事後的

な historical IRF ではなく、各評価時点における経済構造を固定した場合の動学的反応と

して定義される。 

構造ショックの大きさについては、各 MCMC draw において推定された対数ボラティリ

ティℎ𝑡の標本期間平均を用いて、 

 

Σ̄(𝑚) = diag{exp(ℎ̄1
(𝑚)

/2),… , exp(ℎ̄𝑛
(𝑚)

/2)} 

 

を構成する。ここで、ℎ̄𝑖
(𝑚)

は第𝑚回目の事後抽出における第𝑖変数の対数分散の標本期間平

均である。従って、初期インパクトは𝐴𝑡
−1Σ̄(𝑚)𝑒𝑔により与えられる。本稿の IRF は、時点

別の Σ𝑡を直接用いるのではなく、標本期間平均の確率的ボラティリティに基づく 1 標準偏

差の政府支出構造ショックに対する応答である。応答変数𝑗のℎ期先 IRF を 

 

𝐼𝑅𝐹𝑗,𝑡(ℎ) =
∂𝑦𝑗,𝑡+ℎ

∂𝜀𝑔,𝑡
, ℎ = 0,1,… ,20. 
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と定義する。ここで、𝜀𝑔,𝑡は政府支出の 1 標準偏差構造ショックである。尚、本稿の IRF

は、政府支出を 1%増加させるように再スケーリングしたショックへの応答ではない。政

府支出及び実質 GDP は対数階差に 100 を乗じた系列であるため、これらの応答は成長率

のパーセントポイントとして解釈される。また、本稿ではショック発生期 0 期とし、4 四

半期先、12 四半期先、20 四半期先までの累積インパルス応答を計算する。ショック発生

期を ℎ = 0とし、𝐻 期先までの累積 IRF を 

 

𝐶𝐼𝑅𝐹𝑗,𝑡(𝐻) = ∑ 𝐼𝑅𝐹𝑗,𝑡(ℎ)

𝐻

ℎ=0

, 𝐻 ∈ {4,12,20}. 

 

と定義する。 

各時点の IRF 及び累積 IRF について、MCMC 事後抽出から事後平均、事後中央値、

68%信用区間及び 95%信用区間を計算する。68%信用区間は 16%点と 84%点、95%信用区

間は 2.5%点と 97.5%点に基づくベイズ信用区間であり、頻度論的な信頼区間ではない。

本文の図では、先行研究との比較可能性及び図の可読性を考慮し、主として 68%信用区間

を示す。 

 

3.5. モデル選択と収束診断 

 

 本稿では、ラグ次数の選択とモデルクラスの比較を区別して行う。まず、TVP-SVAR-

SV モデルについてラグ次数 𝑝 = 1,2,3,4をそれぞれ推定し、対数周辺尤度、MCMC 診断、

主要 IRF の安定性、及び四半期データにおける労働市場調整の経済的解釈を総合してラグ

次数を選択する。次に、選択されたラグ次数の下で、固定係数 SVAR モデル、係数のみ時

変モデル、ショック分散のみ時変モデル、係数及び同時関係のみ時変とするモデル、並び

に係数・同時関係・ショック分散の全てを時変とする TVP-SVAR-SV モデルを比較し、本

稿の主推計モデルの妥当性を確認する。 

対数周辺尤度は、モデル 𝑀𝑝の下で観察データ 𝑦が得られる周辺確率を表す指標であり、

次式で定義される。log 𝑝(𝑦 ∣ 𝑀𝑝) = log∫ 𝑝(𝑦 ∣ 𝜃,𝑀𝑝) 𝑝(𝜃 ∣ 𝑀𝑝) 𝑑𝜃. ここで、𝜃は時変状態変

数及び分散パラメータを含む未知パラメータ全体を表す。対数周辺尤度が高いモデルほ

ど、事前分布の下でモデルの複雑性を考慮した上で、データへの適合度が高いと判断され

る。 

本稿では、Nakajima (2011) の実装に従い、MCMC 標本を用いた修正調和平均型の推

定量により対数周辺尤度を計算する。ただし、ラグ次数の増加は状態変数の次元を高め、

MCMC の混合や収束を悪化させる可能性があるため、ラグ次数は対数周辺尤度のみに基

づいて機械的に選択せず、MCMC 診断及び経済的解釈も踏まえて決定する。具体的なモ
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デル選択結果については、第 4 節の分析結果の冒頭で報告する。 

MCMC 診断としては、Nakajima (2011) 及び Shaheen (2019) に倣い、主要な状態方

程式分散パラメータについて、事後平均、事後標準偏差、95%信用区間、Geweke (1992) 

の CD 統計量、及び非効率性因子を報告する。Geweke CD 統計量は、MCMC 系列の初期

部分と終盤部分の平均が等しいという帰無仮説を検定する統計量であり、MCMC 系列が

定常分布に収束していれば漸近的に標準正規分布に従う。従って、∣ 𝐶𝐷 ∣≤ 1.96 であれば

通常の 5%水準の基準内にあり、1.96 <∣ 𝐶𝐷 ∣≤ 2.58 であれば 5%水準の基準からは外れる

ものの、1%水準の基準内にはあると判断される。また、非効率性因子は MCMC 標本の自

己相関を反映する指標であり、次式で表される。𝐼𝐹 = 1 + 2∑ 𝜌𝑘
∞
𝑘=1 .ここで、𝜌𝑘は MCMC

標本の𝑘次自己相関係数を表す。非効率性因子が大きいほど MCMC 標本間の自己相関が強

く、実効標本数が小さいことを意味する。以上の手順により、本稿では、対数周辺尤度に

基づくモデル比較と主要パラメータの MCMC 診断を確認した上で、TVP-SVAR-SV モデ

ルによる時変インパルス応答及び累積インパルス応答を解釈する。 

 

3.6. 分析データ 

 

 本稿では、四半期データを用いて、日本の政府支出ショックが労働市場の異質性に及ぼ

す影響を分析する。分析対象期間は、原系列については 1994 年第 1 四半期から 2025 年

第 1 四半期までとし、階差変換後の推計期間は 1994 年第 2 四半期から 2025 年第 1 四半

期までとする。 

政府支出及び実質 GDP には、内閣府経済社会総合研究所が公表する国民経済計算の四

半期季節調整済み実質系列を用いる。実質 GDP は国内総生産（支出側、実質：連鎖方

式）とし、政府支出は、連鎖方式における加法性の問題を避けるため、構成項目を単純加

算せず、公表系列である実質公的需要を用いる。補足的に、政府最終消費支出及び公的総

固定資本形成をそれぞれ政府消費系列及び公共投資系列として用いた推計も行う。 

労働市場変数については、厚生労働省「毎月勤労統計調査」を用いる。同統計における

一般労働者とパートタイム労働者は、総務省「労働力調査」における正規雇用者・非正規

雇用者の分類と完全に一致するものではないが、本稿では、雇用形態間の所得面の異質性

を捉える指標として用いる。本稿の主たる労働市場変数は、一般労働者とパートタイム労

働者の現金給与総額に基づく所得格差である。一般労働者の現金給与総額を 𝑊𝑡
𝐹、パート

タイム労働者の現金給与総額を 𝑊𝑡
𝑃とし、所得格差を 𝑖𝑛𝑐𝑜𝑚𝑒𝑔𝑎𝑝𝑡 = 100(log𝑊𝑡

𝐹 −

log𝑊𝑡
𝑃)と定義する。この指標の上昇は、一般労働者とパートタイム労働者の現金給与総額

比率が拡大することを意味する。なお、現金給与総額は、所定内給与、所定外給与及び特

別給与を含む月間給与額であるため、本稿の所得格差指標は、時間当たり賃金格差ではな

く、労働時間、所定外労働、賞与等を含む総所得面での格差を表す。推計では、政府支出

及び実質 GDP については、季節調整済み系列の対数階差に 100 を乗じたものを用いる。
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所得格差については、対数比率の階差、すなわち 100{(log𝑊𝑡
𝐹 − log𝑊𝑡

𝑃) − (log𝑊𝑡−1
𝐹 −

log𝑊𝑡−1
𝑃 )}を用いる。このため、所得格差のインパルス応答が正であれば、政府支出ショッ

ク後に一般労働者とパートタイム労働者の現金給与総額比率が拡大することを意味する。 

また、所得格差の変動要因を補足的に確認するため、一般労働者の所定外労働時間も用

いる。推計では、所定外労働時間についても、季節調整済み系列の対数階差に 100 を乗じ

たものを用いる。季節調整は、各原系列に対して X-13ARIMA-SEATS を適用する。尚、

毎月勤労統計調査には標本替え等に伴う断層が生じうるため、公表系列の接続状況を確認

した上で分析に用いる。2 

 

4. 分析結果と考察 

  

本節では、前節で定式化した Bayesian TVP-SVAR-SV モデルに基づき、日本における

政府支出ショックが労働市場の異質性、とりわけ一般労働者とパートタイム労働者の平均

月間現金給与総額比率で表す所得格差に及ぼす影響を検討する。 

分析は次の順序で行う。まず、ラグ次数の選択、MCMC 収束診断、時変パラメータの

推移、及びモデル比較を確認する。次に、主分析として、政府支出ショックに対する所得

格差指標のインパルス応答及び累積インパルス応答を示す。さらに補足分析として、一般

労働者の所定外労働時間に対する反応、ならびに政府消費及び公共投資をそれぞれ用いた

場合の所得格差指標の反応を確認する。ただし、これらの補足分析は別モデルによる推計

であるため、媒介効果や支出項目別効果を厳密に識別するものではなく、主分析の解釈を

補助する検討として位置付ける。以下では、所得格差指標及び労働市場変数の反応につい

て、符号、持続性、及び時点間の変化を中心に評価する。 

 

4.1. ラグ次数の選択と MCMC 収束診断 

 

本稿では、政府支出、実質 GDP、所得格差指標からなる 3 変数 TVP-SVAR-SV モデル

を主仕様として推計する。ラグ次数については、候補を 1 期から 4 期までとし、対数周辺

尤度、固定係数 VAR モデルにおける情報量基準、MCMC 診断、主要 IRF の安定性、及び

四半期データにおける労働市場調整の経済的解釈を総合して判断した。 

対数周辺尤度のみでみればラグ 4 が最も高い値を示すが、ラグ 4 では一部の主要パラメ

ータについて Geweke CD 統計量が通常の基準を満たさなかった。一方、ラグ 3 は対数周

 

2 毎月勤労統計調査については、標本替え、調査対象事業所の入れ替え、調査方法の変更等に伴う系列接

続上の制約がある。そのため、本稿では、公表系列の定義及び接続状況を踏まえ、所得格差指標の変化及

び政府支出ショックに対する動学的反応を中心に解釈する。 
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辺尤度が 2 番目に高く、かつ主要な MCMC 診断において相対的に安定した結果を示し

た。また、ラグ 1 では 1 四半期分の動学しか許容しないため、政府支出ショックが労働時

間や賃金を通じて所得格差指標へ波及する過程を十分に捉えにくい可能性がある。労働市

場への波及には一定の調整期間が必要であることを踏まえると、ラグ 2 からラグ 4 の範囲

が経済的にも妥当な候補となる。以上を踏まえ、本稿では、対数周辺尤度の高さ、MCMC

推定の安定性、主要 IRF の安定性、及び労働市場調整に関する経済的解釈を総合的に考慮

し、ラグ 3 を主仕様として採用する。ただし、ラグ次数の選択は推定結果に影響しうるた

め、ラグ 3 を唯一の正しい仕様としてではなく、統計的基準と推定上の安定性のバランス

を考慮した主仕様として位置付ける。 

MCMC の収束診断の結果は表 1 に示す。表 1 では、Urasawa (2018) 及び Shaheen 

(2019) と同様に、時変係数、同時点関係、及び確率的ボラティリティに関する状態方程式

の分散パラメータについて、各ブロックから主要な対角要素を抜粋し、事後平均、事後標

準偏差、95%信用区間、Geweke CD 統計量、及び非効率性因子を報告している。尚、本

稿の 3 変数・3 ラグの TVP-SVAR-SV モデルでは、時変係数ベクトルの次元が大きく、状

態方程式の分散パラメータを全て本文中に列挙すると表が過度に大きくなる。従って、同

表は全ての時変係数に対応する分散パラメータを列挙するものではなく、MCMC 推定の

収束状況を確認するための代表的な診断結果として位置づけられる。本文では、Geweke 

CD 統計量と非効率性因子に基づき、主要ブロックのサンプリング効率と収束状況を確認

する。 

表 1 によれば、Geweke CD 統計量は抜粋された要素全てで 5%水準の基準内にある。ま

た、非効率性因子は 7.92 から 45.10 の範囲にあり、いずれも 50 を下回っている。従っ

て、本稿では、Geweke CD 統計量及び非効率性因子、及び主要 IRF の安定性を総合的に

確認したうえで、主仕様の MCMC 標本は以降の事後推論に用いることが可能であると判

断する。 

 

[表 1 を挿入] 

 

4.2. 時変パラメータの推移 

 

次に、推計された時変パラメータの推移を確認する。図 1 は、政府支出、実質 GDP、所

得格差指標に対応する構造ショックの確率的ボラティリティの事後推定値を示している。

実線は事後平均、点線は 68%信用区間である。図からは、いずれの変数についても確率的

ボラティリティが期間を通じて急激に変化しているわけではなく、全体として緩やかな推

移に留まっていることが確認できる。政府支出ショックのボラティリティはやや低下傾向

を示す一方、実質 GDP ショックのボラティリティは緩やかに上昇し、所得格差指標ショッ

クのボラティリティは相対的に安定している。 
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この結果は、本稿の分析対象期間において、ショック分散に大規模なスパイクが頻繁に生

じていたことを示すものではない。むしろ、ショックの大きさが緩やかに変化していた可能

性を、固定分散の仮定に押し込めずに扱うために確率的ボラティリティを導入していると

解釈するのが適切である。従って、図 1 から TVP-SVAR-SV モデルの採用を単独で正当化

するのではなく、後述するモデル比較及びインパルス応答の安定性と併せて判断する。 

 

[図 1 を挿入] 

 

図 2 は、同時点関係を表す時変パラメータの事後推定値を示している。政府支出から実質

GDP への同時点関係は事後平均では正の値で推移しており、政府支出ショックが同一四半

期内に実質 GDP へ正の影響を及ぼしうることを示唆している。政府支出から所得格差指標

への同時点関係も、事後平均では概ね正の値を示している。一方、実質 GDP から所得格差

指標への同時点関係は負の値で推移している。但し、図 2 における同時点関係の推移も、期

間を通じた大幅な構造転換を示すものではない。従って、本稿では、財政政策の効果が特定

の時点で大きく反転したという解釈を避ける。むしろ、政府支出、実質 GDP、及び所得格

差指標の関係に緩やかな時間変化を許容したうえで、政府支出ショックに対する反応の符

号と持続性がどの程度安定しているかを検討する。 

 

[図 2 を挿入] 

 

4.3. モデル比較による TVP-SVAR-SV モデルの妥当性の確認 

 

本稿で TVP-SVAR-SV モデルを用いることの妥当性を確認するため、表 2 では、固定係

数 SVAR モデル、係数のみを時変とする TVC-SVAR モデル、係数及び同時点関係は固定

だがショック分散は時変とする固定係数 SVAR-SV モデル、係数と同時点関係を時変とす

るが確率的ボラティリティを含まない TVP-SVAR without SV モデル、及び係数、同時点

関係、ショック分散のすべてを時変とする TVP-SVAR-SV モデルの対数周辺尤度を比較し

ている。全てのモデルにおいて、変数は政府支出、実質 GDP、所得格差指標の 3 変数、

ラグ次数は 3 に統一している。対数周辺尤度は、モデルの複雑性を考慮した上でデータへ

の適合度を評価する指標であり、値が大きいほど望ましいモデルと解釈される。 

表 2 によれば、固定係数 SVAR モデルの対数周辺尤度は-707.44 であるのに対し、TVC-

SVAR モデルでは-637.89 となり、固定係数 SVAR モデルと比べて大きく改善している。

更に、固定係数 SVAR-SV モデルでは-592.80、TVP-SVAR without SV モデルでは-624.60

となり、TVC-SVAR モデルよりも高い値を示している。最も高い対数周辺尤度を示すのは

TVP-SVAR-SV モデルであり、その値は-508.73 である。これは、固定係数 SVAR モデル

を 198.71 ポイント、TVC-SVAR モデルを 129.16 ポイント、固定係数 SVAR-SV モデルを
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84.07 ポイント、TVP-SVAR without SV モデルを 115.87 ポイント上回っている。 

従って、表 2 のモデル比較結果は、政府支出、実質 GDP、所得格差指標の関係を分析

する際に、係数、同時点関係、及びショック分散の時間変化を考慮する TVP-SVAR-SV モ

デルが、比較対象としたモデルの中では最も高い適合度を持つことを示しており、本稿で

TVP-SVAR-SV モデルを主仕様として採用することを支持している。前項で確認したよう

に、確率的ボラティリティや同時点関係の推移は急激な変化ではなく緩やかな変化に留ま

るが、対数周辺尤度に基づく比較では、これらの時変性を含むモデルが最も高い適合度を

示している。このため、本稿では、固定係数モデルによる平均的な効果ではなく、TVP-

SVAR-SV モデルによる時点別の政府支出ショックの効果を中心に解釈する。 

 

[表 2 を挿入] 

 

4.4. 政府支出ショックが所得格差に及ぼす影響 

 

本項では、政府支出ショックが所得格差指標に及ぼす影響を確認する。図 3 は、各評価時

点における政府支出ショックに対する所得格差指標のインパルス応答を、ショック後の期

数と評価時点の 2 つの軸に沿って示したものである。ここでの政府支出ショックは、推定

された構造ショックに基づく正のショックであり、特に明示しない限り、政府支出を 1%増

加させるように再スケーリングしたショックではない。 

図 3 からは、政府支出ショックに対する所得格差指標の反応が、全体として正の方向に

現れやすいことが確認される。但し、反応の大きさは評価時点及びホライズンによって異な

り、一部の時点又はホライズンではゼロ近傍、あるいは小幅な負の反応もみられる。従って、

図 3 は、政府支出ショックがすべての期で一貫して所得格差指標を押し上げることを示す

ものではなく、平均的には正方向の反応が観察されるが、その動学には一定の不確実性があ

ることを示している。 

 

[図 3 を挿入] 

 

次に、図 4 は、政府支出ショックが所得格差指標に及ぼす効果を、ショック発生期を ℎ =

0として、ℎ = 4、ℎ = 12、ℎ = 20 までの累積インパルス応答として示している。これらは、

それぞれ 1 年程度、3 年程度、5 年程度までの累積効果として解釈できる。図を見ると、4

期、12 期、20 期累積 IRF の全てで事後平均は分析期間を通じて正の値で推移しており、

68%信用区間の下限もゼロを上回っている。従って、68%信用区間に基づけば、政府支出シ

ョックは所得格差指標を拡大させる方向に作用していると解釈できる。 

以上の結果は、政府支出の増加が、一般労働者とパートタイム労働者の所得格差を縮小さ

せるのではなく、むしろ拡大させる方向に作用してきた可能性を示している。もっとも、図
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4 における時点間の変化は緩やかであり、特定の時期にのみ所得格差拡大効果が顕著に高ま

ったというよりも、分析期間を通じて比較的安定的に正の反応が推定されている点が特徴

である。この点は、財政政策の効果を単に景気刺激効果として評価するだけでなく、その労

働市場内の分配効果としても評価する必要があることを示している。 

 

[図 4 を挿入] 

 

4.5. モデル間比較による補足的検討 

 

前項では、政府支出ショックに対して、所得格差指標として一般労働者とパートタイム労

働者の平均月間現金給与総額比率が正方向に反応する傾向があることを示した。本項では、

その結果を解釈するための補足的分析として、3 つのパターンでモデル間比較による補足的

検討を行う。尚、モデル間比較では、推定結果の信頼性を確保するため、各モデルについて

MCMC 診断が良好なラグ次数の結果を主に用いる。具体的には、(1)労働市場変数に一般労

働者の所定外労働時間を用いた場合はラグ 4、(2)政府支出に代えて政府消費を用いた場合

はラグ 3、(3)政府支出に代えて公共投資を用いた場合はラグ 2 とする。 

まず、(1)労働市場変数に一般労働者の所定外労働時間を用いた TVP-SVAR-SV モデルに

おいて、一般労働者の所定外労働時間に対する政府支出ショックの効果を確認する。一般労

働者の現金給与総額には所定内給与、所定外給与及び特別給与が含まれるため、政府支出シ

ョック後に一般労働者の所定外労働時間が増加すれば、一般労働者の現金給与総額が相対

的に押し上げられ、所得格差指標が上昇することと整合的である。図 5 は、政府支出ショッ

クが一般労働者の所定外労働時間に及ぼす影響を、4 期、12 期、20 期の累積 IRF として示

している。いずれの累積期間においても、事後平均は正の値で推移しており、68%信用区間

の下限もゼロを上回っている。この結果は、政府支出ショック後に一般労働者の所定外労働

時間が増加する傾向があることを示している。 

また、4 期累積 IRF の水準は 12 期及び 20 期累積 IRF と比べて相対的に大きく、政府支

出ショックによる所定外労働時間への影響は、比較的短期に強く現れる可能性がある。この

結果は、図 4 で示された所得格差指標の正の反応が、一般労働者の所定外労働時間の増加

を通じた現金給与総額の押し上げという解釈と整合的であることを示している。ただし、所

得格差指標の変動には、時間当たり賃金、所定内労働時間、所定外給与、特別給与、労働者

構成の変化も影響しうるため、所定外労働時間の増加のみを主因として断定することはで

きない。 

次に、政府消費及び公共投資をそれぞれ用いた補足推計の結果を図 6 及び図 7 で確認す

る。いずれの場合も、所得格差指標の累積 IRF は概ね正方向に推移している。特に、政府

消費ショックの 12 期及び 20 期累積 IRF では、事後平均が分析期間を通じて正の値で推移

し、68%信用区間の下限もゼロを上回っている。ただし、これらは別モデルに基づく 1 標準
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偏差ショックへの応答であるため、政府消費と公共投資の効果の大きさを直接比較するも

のではない。 

 

[図 5 を挿入] 

[図 6 を挿入] 

[図 7 を挿入] 

 

 

4.6. 考察 

 

以上の分析結果を総合すると、本稿で用いた TVP-SVAR-SV モデルは、日本における政

府支出ショックの労働市場への波及を分析するうえで一定の有用性を持つと考えられる。

MCMC 収束診断では、Geweke CD 統計量及び非効率性因子から、主仕様の推定結果を事

後推論に用いることは可能であると判断される。また、対数周辺尤度に基づくモデル比較

では、係数、同時点関係、ショック分散の全てを時変とする TVP-SVAR-SV モデルが最も

高い適合度を示した。このことは、日本の政府支出ショックの効果を分析する際に、固定

係数モデルによって標本期間全体の平均的な効果のみを捉えるのではなく、政策効果やシ

ョック分散が時間を通じて変化する可能性を考慮することの有効性を示している。もっと

も、推計された確率的ボラティリティや同時点関係は、期間を通じて急激に変化している

わけではなく、全体として緩やかな推移に留まっている。従って、本稿における TVP-

SVAR-SV モデルの意義は、財政政策効果の大幅な構造転換を検出することにあるという

よりも、緩やかな時変性とショック分散の変化を考慮したうえで、政府支出ショックの労

働市場内における分配効果を評価できる点にある。 

本稿の主たる実証結果は、政府支出ショックに対して、一般労働者とパートタイム労働

者の所得格差指標が正方向に反応する傾向が推定される点である。累積 IRF では、4 期、

12 期、20 期のいずれにおいても事後平均は正の値を示しており、68%信用区間に基づけ

ば、政府支出ショックは所得格差指標を縮小させるのではなく、むしろ拡大させる方向に

作用してきたと解釈できる。この結果は、政府支出が総需要を拡大させる場合であって

も、その効果が労働市場内部で均等に配分されるとは限らないことを示している。 

補足分析の結果も、この解釈と整合的である。一般労働者の所定外労働時間に対する累

積 IRF は正方向に推移しており、政府支出ショックに伴う需要増加が、既存の一般労働者

の労働時間調整を通じて吸収されやすい可能性を示唆している。一般労働者の所定外労働

時間が増加すれば、所定外給与を通じて一般労働者の現金給与総額が相対的に増加し、所

得格差指標の上昇と整合的な反応が生じうる。また、政府消費及び公共投資をそれぞれ用

いた補足分析でも、所得格差指標は概ね正方向に反応している。但し、これらの補足分析

は別モデルによる推計であり、所定外労働時間を通じた媒介効果や支出項目別効果を厳密
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に識別するものではない。そのため、補足分析の結果は、主分析で得られた所得格差指標

の正の反応を解釈するための追加的証拠として位置付ける必要がある。 

以上を踏まえると、日本の政府支出ショックは、労働市場全体に中立的に波及してきた

というよりも、一般労働者とパートタイム労働者の間で異なる影響をもたらしてきた可能

性がある。特に、政府支出による需要増加が一般労働者の所定外労働時間の増加に偏って

現れる場合、財政政策は短期的な景気刺激効果を持つ一方で、所得格差指標を拡大させる

方向に作用しうる。従って、所得格差の是正を政策目的に含める場合には、政府支出の規

模だけでなく、その支出がどの雇用形態や労働者層に波及するのかを考慮する必要があ

る。具体的には、パートタイム労働者を含む幅広い労働者層への所得波及を高める支出配

分や、労働時間の増加だけでなく雇用機会の拡大に結びつく政策設計が重要となる。 

 

 

5. まとめ 

  

本稿では、日本における政府支出ショックが労働市場の異質性に及ぼす影響を明らかに

するため、政府支出、実質 GDP、及び所得格差指標からなる Bayesian TVP-SVAR-SV モ

デルを推計し、政府支出ショックに対する時変インパルス応答及び累積インパルス応答を

検討した。 

推計結果は、政府支出ショックが所得格差指標を縮小させるのではなく、むしろ拡大させ

る方向に作用する傾向を示した。また、補足分析では、政府支出ショックに対して一般労働

者の所定外労働時間が正方向に反応する傾向が確認された。さらに、政府消費及び公共投資

をそれぞれ用いた補足分析でも、所得格差指標は概ね正方向に反応していた。これらの結果

は、政府支出による需要増加が労働市場内部で均等に波及するとは限らず、一般労働者の労

働時間調整や現金給与総額の増加を通じて、所得格差指標の上昇と整合的な反応をもたら

しうることを示している。 

以上の結果は、政府支出ショックの効果を評価する際には、GDP や雇用全体への平均的

な効果だけでなく、労働市場内部における波及の偏りを考慮する必要があることを示して

いる。従って、所得格差の是正を政策目的に含める場合には、政府支出の規模だけでなく、

その支出がどの雇用形態や労働者層に波及するのかを考慮した政策設計が重要である。具

体的には、パートタイム労働者を含む幅広い労働者層への所得波及を高める支出配分や、労

働時間の増加だけでなく雇用機会の拡大に結びつく政策設計が求められる。 
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図 1 構造ショックの確率的ボラティリティの事後推定値 

 

Government Spending GDP Income Gap 

   

 

(注)実線は事後平均、点線は 68%信用区間の上下限を表す。 

(出所)筆者推計に基づき作成。 

 

図 2 同時点関係の時変パラメータの事後推定値 

 

Government Spending  

→ GDP 

Government Spending  

→ Income Gap 
GDP → Income Gap 

   

 

(注)実線は事後平均、点線は 68%信用区間の上下限を表す。 

(出所)筆者推計に基づき作成。 
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図 3 政府支出ショックに対する所得格差指標の時変インパルス応答 

 

 

 

(注) 各評価時点における政府支出ショックに対する所得格差指標のインパルス応答を示す。 

(出所)筆者推計に基づき作成。 
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図 4 政府支出ショックに対する所得格差指標の時変累積インパルス応答 

 

h=4 h=12 h=20 

   

 

(注)モデルのラグ次数は 3。各評価時点におけるℎ = 0 からℎ = 4、ℎ = 12、ℎ = 20 までの累積インパ

ルス応答を示す。点線は 68%信用区間の上下限を表す。 

(出所) 筆者推計に基づき作成。 

 

図 5 政府支出ショックに対する一般労働者の所定外労働時間の時変累積インパルス応

答 

 

h=4 h=12 h=20 

   

 

(注) モデルのラグ次数は 4。各評価時点におけるℎ = 0 からℎ = 4、ℎ = 12、ℎ = 20までの累積インパ

ルス応答を示す。点線は 68%信用区間の上下限を表す。 

(出所) 筆者推計に基づき作成。 
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図 6 政府消費ショックに対する所得格差指標の時変累積インパルス応答 

 

h=4 h=12 h=20 

   

 

(注) モデルのラグ次数は 3。各評価時点におけるℎ = 0からℎ = 4、ℎ = 12、ℎ = 20までの累積インパル

ス応答を示す。点線は 68%信用区間の上下限を表す。 

(出所) 筆者推計に基づき作成。 

 

図 7 公共投資ショックに対する所得格差指標の時変累積インパルス応答 

 

h=4 h=12 h=20 

   

 

(注) モデルのラグ次数は２。各評価時点におけるℎ = 0 からℎ = 4、ℎ = 12、ℎ = 20までの累積インパ

ルス応答を示す。点線は 68%信用区間の上下限を表す。 

(出所) 筆者推計に基づき作成。 
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表 1 TVP-SVAR-SV モデルの分散パラメータと MCMC 収束診断 

 

 事後平均 
事後標準

偏差 
95%信用区間 Geweke CD 

非効率性因

子 

(𝛴𝛽)1 0.2278 0.0263 (0.1831, 0.2871) 0.3530 7.92 

(𝛴𝛽)2 0.2282 0.0263 (0.1838, 0.2866) 0.5004 6.90 

(𝛴𝛼)1 0.5596 0.1662 (0.3426, 0.9830) 0.2650 45.10 

(𝛴𝛼)2 0.5619 0.1842 (0.3335, 1.0006) 0.6178 44.48 

(𝛴ℎ)1 0.0056 0.0017 (0.0033, 0.0102) 1.5648 42.33 

(𝛴ℎ)2 0.0057 0.0018 (0.0034, 0.0104) 0.2064 41.01 

 

(注)本表は、状態方程式の分散パラメータ(Σ𝛽)𝑖
、(Σ𝛼)𝑖、及び (Σℎ)𝑖の主要な対角要素について、事後平

均、事後標準偏差、95%信用区間、Geweke (1992) の収束診断統計量(Geweke CD)、及び非効率性因

子を示している。Geweke CD 統計量は絶対値で表示している。 

(出所) 筆者推計に基づき作成。 

 

 

 表 2 モデル仕様別の対数周辺尤度 

 

 
固定係数

SVAR 
TVC-SVAR 

固定係数

SVAR-SV  

TVP-SVAR 

without SV 

TVP-SVAR-

SV 

係数 固定 時変 固定 時変 時変 

同時点関係 固定 固定 固定 時変 時変 

ショック分散 固定 固定 時変 固定 時変 

対数周辺尤度 -707.44 -637.89 -592.80 -624.60 -508.73 

最良モデルとの

差分 
-198.71 -129.16 -84.07 -115.87 0.00 

  

(注) TVCは時変係数、SVは確率的ボラティリティを表す。「TVP-SVAR without SV」は係数及び同

時点関係のみを時変とするモデル、「固定係数 SVAR-SV」はショック分散のみを時変とするモデルで

ある。最良モデルとの差分は、各モデルの対数周辺尤度から最大の対数周辺尤度を差し引いた値であ

る。 

(出所) 筆者推計に基づき作成。 
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